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建
物
を
建
て
た
り
、増
改
築
な
ど

を
す
る
場
合
や
解
体
す
る
場
合
は
、

建
築
基
準
法
お
よ
び
建
設
リ
サ
イ
ク

ル
法
に
基
づ
き
、諸
手
続
き
が
必
要

に
な
り
ま
す
。

◆
建
築
す
る
場
合
の
確
認
申
請
等
手

続
き

①
通
常
10
㎡
以
上
の
増
築
な
ど
は
必

要
で
す
。

②
準
防
火
地
域
で
は
10
㎡
以
下
で
も

必
要
で
す
。

※
確
認
申
請
は
規
模
に
よ
り
所
定
の

手
数
料
が
掛
か
り
ま
す
。

◆
解
体
す
る
場
合
の
除
却
届
等
届
け

出①
10
㎡
以
上
の
建
物
の
解
体
は
除
却

届
け
が
必
要
で
す
。

②
80
㎡
以
上
の
建
物
の
解
体
は
建
設

リ
サ
イ
ク
ル
法
に
関
す
る
届
け
出
が

必
要
で
す
。

※
規
模
や
用
途
に
よ
り
、提
出
先
は

北
海
道
知
事
に
な
り
ま
す
が
受
け

付
け
は
す
べ
て
市
役
所
に
な
り
ま
す
。

詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧

い
た
だ
く
か
、建
築
係
ま
で
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

【
問
合
先
】建
設
課
建
築
係
☎
②
３
９

９
９ 建

物
の
建
築
や
解
体
に
は

手
続
き
が
必
要
で
す
‼

国民年金保険料を
納付できないときは
免除のご相談を‼

【手続きに必要なもの】

【問合先】市役所市民生活課市民年金係☎②3187／岩見沢年金事務所☎0126‐22‐5804

　経済的な理由で納付が困難な方などのために免除または猶予される制度があります。承認された期間
は、年金受け取りのために必要な期間に入れることができますのでご相談ください。

納　付 1/4免除 半額免除 3/4免除 全額免除
若年者納付猶予
学生納付特例

未　納

《納付、免除等、未納の違い》

《免除または猶予となる期間》
　免除または猶予の期間は7月から翌
年の6月までです。申請が遅れても申請
期間内であればさかのぼって認められ
ます。原則として毎年申請が必要ですが
全額免除、若年者納付猶予については申
請時に「継続申請」を希望すると、翌年か
らは申請手続きが不要になります。

所得が少ない30歳未満の方は…

若年者納付猶予制度
30歳未満で本人・配偶者の前年所得が一定以下の
場合、申請により保険料を後払いにできます。

経済的な理由などで納付が困難な方は…

免除制度
本人、世帯主、配偶者の前年所得が一定以下または
失業などで保険料の納付が困難な場合、申請が認め
られれば保険料の全額または一部が免除されます。

学生で所得が少ない方は…

学生納付特例制度
本人の所得が一定以下の場合、申請により在学期間中の保険料
を後払いにできます。特例期間は4月から翌年の3月までです。
毎年申請が必要です。
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国民年金保険料を国民年金保険料を
納付できないときは納付できないときは
免除のご相談を‼免除のご相談を‼

【手続きに必要なもの】

【問合先】市役所市民生活課市民年金係☎②3187／岩見沢年金事務所☎0126‐22‐5804【問合先】市役所市民生活課市民年金係☎②3187／岩見沢年金事務所☎0126‐22‐5804

　経済的な理由で納付が困難な方などのために免除または猶予される制度があります。承認された期間　経済的な理由で納付が困難な方などのために免除または猶予される制度があります。承認された期間
は、年金受け取りのために必要な期間に入れることができますのでご相談ください。は、年金受け取りのために必要な期間に入れることができますのでご相談ください。

納　付 1/4免除 半額免除 3/4免除 全額免除
若年者納付猶予
学生納付特例

未　納

《納付、免除等、未納の違い》《納付、免除等、未納の違い》

《免除または猶予となる期間》
　免除または猶予の期間は7月から翌
年の6月までです。申請が遅れても申請
期間内であればさかのぼって認められ
ます。原則として毎年申請が必要ですが
全額免除、若年者納付猶予については申
請時に「継続申請」を希望すると、翌年か
らは申請手続きが不要になります。

所得が少ない30歳未満の方は…

若年者納付猶予制度
30歳未満で本人・配偶者の前年所得が一定以下の
場合、申請により保険料を後払いにできます。

経済的な理由などで納付が困難な方は…

免除制度
本人、世帯主、配偶者の前年所得が一定以下または
失業などで保険料の納付が困難な場合、申請が認め
られれば保険料の全額または一部が免除されます。

学生で所得が少ない方は…

学生納付特例制度
本人の所得が一定以下の場合、申請により在学期間中の保険料
を後払いにできます。特例期間は4月から翌年の3月までです。
毎年申請が必要です。




